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第３章 開発許可後の手続き等 

第１節 標識の掲出 

  開発許可を受けたときは、許可日の翌日から工事完了公告の日まで下表の標識①を開発区域内の公衆の見

やすい場所に掲出してください。また、開発許可を受けたことにより、盛土規制法のみなし許可を受けた場

合は、下表の標識①に替えて標識②を設置してください。 

（開発区域が接する既存道路が複数ある場合は、原則としてそれぞれの道路の接する部分） 

標識① 

 

この開発行為について、詳細な内容を知りたい方は、杉並区 都市整備部 市街地整備課 

開発指導係にそなえてある開発登録簿をご覧ください。 

 

 
 

開 発 許 可 標 識 
許 可 番 号 
許可年月日 

第   号 
 年  月  日 

 

工事予定期間 
年  月  日から 

年  月  日まで 

開発区域に含まれる地域 

の名称 
 

開 発 区 域 の 面 積 
 

開発許可を受けた者の 

住所・氏名  

 

 

電話    （   ） 

工 事 施 行 者 の 

住所・氏名  

 

 

電話    （   ） 

設 計 者 氏 名 
 

電話    （   ）   

工 事 現 場 管 理 者 氏 名 

 

 

連絡場所電話    （   ） 

 

※ 開発行為の変更許可を受けたり、軽微な変更の届出を行った場合は、当該変更に係る事項について修正を

行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

80 

セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル 

90 センチメートル 
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標識②（開発許可の標識と盛土規制法許可の標識を兼ねる場合の標識） 

90 センチメートル以上  

 

開発許可・宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可 標識 

1 
工事主（許可を受けた者）

の住所氏名 

 見取図 

2 許可番号         第     号 

3 許可年月日        年   月   日 

4 
開発区域に含まれる地域

の名称 

 

5 開発区域の面積 平方メートル 

6 工事施行者の住所氏名  

7 現場管理者の氏名  

8 盛土又は切土の高さ メートル 

9 
盛土又は切土をする土地

の面積 
平方メートル 

10 盛土又は切土の土量 
盛土 立方メートル 

切土 立方メートル 

11 工事着手予定年月日        年   月   日 

12 工事完了予定年月日        年   月   日 

13 

工事に係る問合せを受け

るための工事関係者の連

絡先 

 

 

   電話   （   ） 

14 

許可又は届出担当の都道

府県部局名称連絡先 

（開発登録簿閲覧場所） 

 

 

   電話   （   ） 

（地表から上方に 50 センチメートル以上離して設置すること） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

80 

セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上 
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第２節 開発行為の変更 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（軽微な変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更許可に係る審査基準は、第１章第２節および第２章第１節～第３節の審査基準を準用する。 

なお、変更の許可の事務の運用に当たっては、次の事項に留意すること。 

(１)運用対象となるのは、開発許可後、完了公告前の変更であること。 

(２)当初の開発許可の内容と同一性を著しく失うような大幅な変更が行われる場合には、新たな開発 

許可が必要である。 

(３)変更許可等の手続については、原則として、以下の①から④のとおり取り扱うこととし、変更事 

由が発生する都度行う。なお、変更行為が見込まれる場合は、その行為に着手する前に処分庁に報 

告し必要な手続を取った上で着手すること。 

①  廃止・開発許可再申請／取下げ・開発許可再申請 

目的や計画が大幅に変更されることにより、許可を受けた内容との同一性が著しく失われる 

場合に用いる。廃止は開発許可又は変更許可を受けた場合に行い、取下げは開発許可の審査中 

に変更事由が生じたときに行う。 

都市計画法第 35 条の２ 

開発許可を受けた者は、第 30条第１項各号に掲げる事項の変更をしようとする場合におい

ては、都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、変更の許可の申請に係る開発

行為が、第 29 条第１項の許可に係るものにあつては同項各号に掲げる開発行為、同条第２項

の許可に係るものにあつては同項の政令で定める規模未満の開発行為若しくは同項各号に掲

げる開発行為に該当するとき、又は国土交通省令で定める軽微な変更をしようとするときは、

この限りでない。 

２ （略） 

３ （略） 

４ 第31条の規定は変更後の開発行為に関する工事が同条の国土交通省令で定める工事に該当

する場合について、第 32条の規定は開発行為に関係がある公共施設若しくは当該開発行為若

しくは当該開発行為に関する工事により設置される公共施設に関する事項の変更をしようと

する場合又は同条の政令で定める者との協議に係る開発行為に関する事項であって政令で定

めるものの変更をしようとする場合について、第 33 条、第 34条、前条及び第 41条の規定は

第１項の規定による許可について、第 34条の２の規定は第１項の規定により国又は都道府県

等が同項の許可を受けなければならない場合について、第 47条第１項の規定は第１項の規定

による許可及び第３項の規定による届出について準用する。この場合において、第 47 条第１

項中「次に掲げる事項」とあるのは、「変更の許可又は届出の年月日及び第２号から第６号ま

でに掲げる事項のうち当該変更に係る事項」と読み替えるものとする。 

５ （略） 

都市計画法施行規則第 28条の４ 

法第 35 条の２第１項ただし書の国土交通省令で定める軽微な変更は、次に掲げるものとす

る。 

一 設計の変更のうち予定建築物等の敷地の形状の変更。ただし、次に掲げるものを除く。 

イ 予定建築物等の敷地の規模の 10 分の１以上の増減を伴うもの 

ロ 住宅以外の建築物又は第一種特定工作物の敷地の規模の増加を伴うもので、当該敷地

の規模が千平方メートル以上となるもの 

二 工事施行者の変更。ただし、主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供す

る目的で行う開発行為又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供す

るものの建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行為（開発区域の面積が１ヘクタ

ール以上のものを除く。）以外の開発行為にあつては、工事施行者の氏名若しくは名称又は

住所の変更に限る。 

三 工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更 
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廃止取下げによる再申請の例 

・自己用、非自己用の変更 

・区域が著しく拡大される変更 等 

② 変更許可申請 

法第 35 条の２第１項に該当する変更の場合に用いる。 

②  変更届（法第 35条の２第１項ただし書適用） 

法第 35 条の２第１項ただし書に規定される軽微な変更の場合に用いる。（都市計画法施行規則第 

28 条の４） 

③  工事等報告書（法第 80条第１項適用） 

法第 30 条第１項第３号に規定する設計を修正する場合は、工事に着手する前に提出する。なお、 

修正の内容により上記②変更許可申請が必要となる場合があるので、事前に処分庁に確認しその 

指示に従い手続を取ること。 

 

（変更許可の対象となる例） 

・ 区域の変更、区域面積の変更 

・ 公共施設の変更 

・ 宅盤高の変更 

・ 擁壁の位置、高さ、構造の変更 等 

 

設計の変更に当たらない申請書類の修正 

  設計の変更に当たらない場合でも、既に提出済の申請書類に影響がある変更が生じた際には、申請 

書類修正申告書に変更内容が分かる書類を添付して提出してください。 

当該修正が設計の変更に当たるかどうかについては、必ず許可権者に確認してください。 
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第３節 工事完了公告前の建築制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１号における「その他都道府県知事が支障がないと認めたとき」とは、次の要件に該当する

もので、開発工事の工程上や施工上やむを得ない場合をいう。 

なお、工期の短縮は、解除の理由とはならない。また、解除に当たっては、開発工事着手届を

承認申請前に提出すること。 

(１) 建築物を土留めとして利用する場合（建築物と一体の構造も含む。） 

(２) 建築工事のため大型建設機械等の搬出入により、開発行為により整備する道路等の公共施設が

破損するおそれがある場合 

(３) 宅地造成工事の妨げとなる既存建築物を移転し改築する場合 

(４) 官公署、地区センターその他の公益的施設を先行的に建設する場合 

(５) 既存の建築物等を開発区域内で移転し改築する場合 

(６) 地下車庫を築造する場合 

(７) 雨水処理施設等を建築工事の中で築造しないと支障を来す場合 

 

第４節 開発行為の廃止 

 

都市計画法第 38 条 

開発許可を受けた者は、開発行為に関する工事を廃止したときは、遅滞なく、国土交通省令で

定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

 

 届出は「開発行為に関する工事の廃止の届出書」によって行うこと。 

 

  

都市計画法第 37 条 

開発許可を受けた開発区域内の土地においては、前条第３項の公告があるまでの間は、

建築物を建築し、又は特定工作物を建設してはならない。ただし、次の各号の一に該当す

るときは、この限りではない。 

一 当該開発行為に関する工事用の仮設建築物又は特定工作物を建築し、又は建設するとき、

その他都道府県知事が支障がないと認めたとき。 

二 （略） 
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第５節 一般承継 

 

 

 

 

 

 

「一般承継人」とは、相続人のほか、合併後存続する法人又は合併により新たに設立された法

人をいう 

 

第６節 特定承継 

 

 

 

 

 

 

 承認を与えるかどうかの判断は、主として次の要件とする。 

（１）申請者が適法に当該開発区域内の土地の所有権その他の当該開発行為に関する工事を施行

する権原を取得していること。 

（２）申請者に事業計画どおりに事業を完了するための資金的能力があるかどうか及び過去の事

業実績等から判断して誠実に許可事業を遂行していくことができるかどうかを確認する。 

資力及び信用の判断については、資金調達能力に不安があったり、過去に誠実に事業を遂

行しなかった前歴がある場合等の事情を基準として判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画法第 45条 

  開発許可を受けた者から当該開発区域内の土地の所有権その他当該開発行為に関する

工事を施行する権原を取得した者は、都道府県知事の承認を受けて、当該開発許可を受け

た者が有していた当該開発許可に基づく地位を承継することができる。 

都市計画法第 44条 

（許可に基づく地位の承継） 

開発許可又は前条第１項の許可を受けた者の相続人その他の一般承継人は、被承継人が有し

ていた当該許可に基づく地位を承継する。 


